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令和３年 第３８１２号 収賄被告事件 

主              文 

被告人を懲役３年に処する。 

未決勾留日数中１５０日をその刑に算入する。 

この裁判が確定した日から５年間その刑の執行を猶予する。 

被告人から金５２９万９６７６円を追徴する。 

理              由 

（罪となるべき事実） 

被告人は、Ａ市等がごみ焼却施設の設置並びにこれに伴う財産の取得及び管理運

営に関する事務を共同で処理するために設立した特別地方公共団体Ｂ組合（以下単

に「組合」という。）において、組合議会議員として同議会における予算審議等で質

疑及び表決等の職務に従事していたもの、Ｃ（以下「Ｃ」という。）は、清掃施設施

工業者等との間で業務委託契約を締結し、顧問等として営業業務に関する助言及び

情報収集等を業としていたものである。 

被告人は、内縁関係にあるＤと共謀の上、Ｃから、組合が発注する一般廃棄物処

理施設の工事等に関して、Ｃが顧問等として関与する清掃施設施工業者等に受注さ

せるため有利便宜な取り計らいを受けたいとの趣旨又はそのような有利便宜な取り

計らいを受けたことに対する謝礼及び今後も同様の取り計らいを受けたいとの趣旨

の下に供与されるものであることを知りながら、別表記載のとおり、平成３０年３

月１２日から平成３１年３月１２日までの間、１５回にわたり、大阪市（住所省略）

所在のＥ銀行Ｆ支店に開設され、Ｃの意を受けたＧが管理する同人名義の普通預金

口座から奈良県Ａ市（住所省略）所在のＨ銀行Ｉ支店に開設され、前記Ｄが管理す

る「Ｊ Ｄ」名義の普通預金口座に振込送金を受けるなどの方法により、現金合計

５２９万９６７６円の供与を受け、もって自己の前記職務に関して賄賂を収受した。 

（証拠の標目）（括弧内の甲乙の番号は証拠等関係カードにおける検察官請求証拠

の番号を示す。） 
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 （省略） 

（事実認定の補足説明） 

第１ 本件においては、被告人がＣから公訴事実記載の現金を受け取ったこと（以

下「本件現金収受」という。）に争いはなく、証拠上も明らかであるが、弁護人及び

被告人は、その趣旨は公訴事実記載のものではない旨主張して、本件現金収受と被

告人の組合議会議員の職務との対価性及びこれについての被告人の認識を争うので、

以下、当裁判所が対価性及びその認識が認められると判断した理由を補足して説明

する（以下、公判調書中の証人尋問調書及び被告人供述調書を引用する場合は、人

名、公判期日の回数〔複数回にわたる場合に限る。〕、頁数を用いて、「Ｃ第２回２４」

のように示す。なお、証人の人名については原則として姓のみを示すが、Ｋは「Ｋ」、

Ｌは「Ｌ」と示す。）。 

第２ 証拠上明らかな前提事実 

 以下の事実は、弁護人がその信用性を強く争っているＣの証言部分を除いても、

関係証拠により明らかに認定することができる。 

 １ 被告人の経歴について 

 被告人は、平成２７年４月１３日から令和３年３月３１日まで、連続して組合議

会議員の職に就いており、この間奈良県Ａ市議会議員も務めていた（甲１、６）。 

 ２ 「Ｍ」の建替事業及び定修工事について 

組合は、一般廃棄物処理施設「Ｍ」を管理運営する特別地方公共団体であるが、

Ｍについては、施設が老朽化したために新施設を建設する事業（以下「建替事業」

という。）の計画が進められていた（甲４、７）。建替事業には、当初、株式会社Ｎ

（以下「Ｎ」という。）が参入を目指しており、Ｃは、Ｎが受注できるように活動す

るとともに、Ｃが顧問を務めていたＯ株式会社（以下「Ｏ」という。）及び株式会社

Ｐ（以下「Ｐ」という。）を、Ｎの下請として建替事業に参入させようとしていた。

しかし、平成２９年５月末頃から６月初め頃、Ｎは、建替事業への参入を断念した

ため、以降、Ｃは、ＯとＰの下請での参入を目指すこととなった（Ｑ７、Ｌ６、Ｃ
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第２回２４）。 

そして、平成３０年２月１日、建替事業の入札が１度不調となった以降は、建替

事業への下請参入まで期間が空くこともあって、Ｐは、組合が発注するＭの定期修

繕工事（以下「定修工事」という。）の一部を受注することも目指すようになったが

（Ｑ１３）、定修工事は、それまで、その全てが随意契約によりＲ株式会社１社に発

注されていた。 

３ 被告人が、Ｃらからの依頼に応じて、組合議会議員の職務行為又は職務に密

接に関連する行為を行うなどしたことについて 

 ⑴ 定修工事に関する予算明細書の提供について 

平成３０年３月１３日、被告人は、被告人の事務所において、Ｃ、Ｑ（Ｐ）及び

Ｌ（Ｏ）と会合を持ったが、その際、Ｃらに対して、定修工事に関する一般会計予

算（甲４９別添２の１７頁）を示した。そして、Ｃから、定修工事の一部を受注し

たいという話を聞かされ、定修工事について詳細な金額の記載のある見積書を交付

してほしいと依頼されると、自ら組合の事務局局長であったＳに連絡して、定修工

事に関する予算明細書（甲４９別添１）を用意させ、これを入手すると、Ｑに渡し

た（甲９１別添２の５～８頁、Ｓ１～３、Ｑ１９、２０、被告人第７回１）。 

 この被告人の行為は、予算明細書が公開されていないこと、予算明細書を入手す

る行為は、組合議会における予算の審議、議決への参加、質疑、討論及び表決等の

組合議会議員としての職務行為を行うために必要不可欠であり、当然に付随する性

質の行為であることに照らせば、被告人の組合議会議員の職務と密接に関連する行

為というべきである。 

また、被告人は、その場でさらに、①仕事を取ってくる自信はあるので、現段階

では自分に「投資」をしてほしい、②自分の「取り分」が少なくならないよう、色々

な手を使って仕事を取ってくるという趣旨の発言をした（甲９１別添２の１０頁）。 

なお、別表番号１の２０万円の収受がされた同年３月１２日はこの前日であり、

同番号２の５０万円の収受がされた同月２６日はこの１３日後である。 
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 ⑵ 建替事業の入札予算の総額及びその内訳の教示について 

被告人は、Ｃから、平成３０年２月１日に不調となった建替事業の再入札におけ

る入札予算の総額及びその内訳を聞かれていたことから、同年４月２５日、Ｃ、Ｑ

及びＫに対し、同価格を、それが公表される前に教示した（甲８９別添８、Ｑ１０

～１４、Ｋ９～１１、被告人第７回２０、２１）。 

 この被告人の行為は、入札予算の総額及びその内訳はこの時点ではいまだ公表さ

れていないこと、これらを知ることが、組合議会において質疑等をするために必要

な準備的行為の性質を有する行為であることに鑑みると、被告人の組合議会議員と

しての職務と密接に関連する行為というべきである。 

 ⑶ 組合議会における定修工事に関する質問について 

ア Ｃは、平成３０年８月６日、組合がこれまで随意契約により定修工事の発注

をしていることについて、これを批判する趣旨の文章（以下「本件反論書」という。）

を作成し、Ｑに送付し（甲８９別添４、Ｑ２４～２６）、その頃、被告人は、これを

受け取り、被告人の事務所において、Ｓに対し、本件反論書を交付しながら、随意

契約を批判する話をした（Ｓ１０～１３）。 

 イ その後、被告人は、同年９月１９日、Ｓ及び組合事務局の主幹であるＴに対

し、定修工事が随意契約で発注されていることを批判する話をし、その際、「俺らは

俺らで、Ｐってあんねん、な。」などと発言し、同年１０月４日にもＳ及びＴに対し

て同様に随意契約を批判する話をし、同月１８日には、Ｓ及びＴに対し、定修工事

が随意契約で発注されていることについて、入札であったり見積もりを取るべきこ

とを議会で質問する旨伝えた（Ｓ１３～１６、Ｔ３～９、甲８６別添１、甲９２別

添２の７頁）。 

ウ 他方、被告人とＣ及びＱとは、同年１０月１８日、同月２９日に被告人の事

務所で会合をしているところ、時期は定かではないものの、何度か、Ｃが、被告人

に対して、定修工事の発注を入札にすることは不当なことではない、入札にするこ

とによって組合や税金の支出が減るので、やっていることとしては正当だという説
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明をして、議会での発言を依頼していた（Ｑ２８～３０、３３～３８、甲８９別添

６、甲９０別添６）。 

 エ そして、被告人は、同月３０日の組合議会において、質問として、「５年、６

年からずっとＲ１本でこの金額、Ｒ１本では納得、私らもできないんで、他社から

も是非見積もりをとるようにして今後発注していただくようよろしくお願いして、

よろしいよりも必要あると思いますんで、是非とってください。」と発言した（甲８

５別添４）。 

 オ さらに、被告人は、平成３１年２月２１日の組合議会においても、質問とし

て、「ほかからのメーカーの見積も取って工事価格、やっぱり毎年することなんで、

何業者からのメーカーの予算と、見積もりを取ってもらって、ほんでまたこれから

今年、また来年ということもあるので、しっかりと、また把握した中で工事価格を

精査し、またできる限り、管理者がいつもおっしゃるとおり、コストを削減しても

らいたいと思いますが、そういう考えはあるんですか。」と発言した（甲８５別添５）。 

 これらの組合議会における被告人の発言が、被告人の組合議会議員としての職務

行為であることは明らかである。 

 なお、別表番号５の５０万円の収受がされた平成３０年８月９日と、同番号６の

３０万円の収受がされた同月１７日は、上記アの本件反論書が作成された時期に近

接しており、同番号７の７０万円の収受がされた同年９月７日は、上記イの同月１

９日に被告人がＳ及びＴに対して話をした時期に近接しており、同番号８の３０万

円の収受がされた同年１１月９日は、上記エの質問の時期に近接しており、同番号

１３の３０万円の収受がされた平成３１年２月１２日と、同番号１４の２０万円の

収受がされた同月２６日は、上記オの質問の時期に近接している。 

 ⑷ 建替事業に関する図面の交付について 

建替事業については、平成３０年８月の再入札でＵ株式会社（以下「Ｕ」という。）

が落札したが、同年１２月頃、建替事業について測量ミスがあることが発覚し、施

設の配置や内容が変更される可能性が生じ、工事が日程より遅れることとなったが
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（Ｌ２１、被告人第７回２５）、Ｃは、被告人に対し、Ｕが組合に提出する建替事業

の新たな図面等の提供を依頼していた。被告人は、平成３１年２月２１日の組合の

特別委員会において、Ｕが提供する図面を自身を含む各委員に配付するよう促し、

Ｕが入札時に提案した測量ミス発覚前の図面（以下「本件旧図面」という。）を受け

取って、同年３月頃、これをＣに交付した（甲５０、Ｋ１３、被告人第７回２５、

２６）。本件旧図面は、Ｃが被告人に対して提供を求めていたものではないが、被告

人としては、Ｃから提供を求められていたことから渡したものであった。 

 この被告人の行為は、本件旧図面は公開されていないこと、本件旧図面を入手す

ることは、議会の審議において質疑等をするために必要な準備的行為であることに

鑑みれば、被告人の組合議会議員としての職務と密接に関連する行為というべきで

ある。 

 なお、別表番号１４の２０万円の収受がされた平成３１年２月２６日と、同番号

１５の３０万円の収受がされた平成３１年３月１２日は、上記被告人の行為の時期

に近接している。 

 ４ 本件現金収受の態様について 

 本件現金収受１５回のうち１４回は、Ｃの交際相手であるＧの口座かから、又は

同人名義で、被告人の内妻であるＤ名義の口座に振込送金を受ける方法で行われた

（甲９３、Ｇ１）。 

第３ 第２認定の事実関係からは、本件現金収受と被告人の組合議会議員の職務に

対価性があることが強く推認されることについて 

１ 第２で認定した事実関係に照らすと、本件現金収受は、被告人がＣから依頼

されて、被告人の組合議会議員としての職務行為あるいは職務と密接に関連する行

為を行う中で、それらの行為と近い時期に、それらの行為と並行して行われており、

そのこと自体から、被告人の組合議会議員の職務と対価性があることが強く推認さ

れるというべきである。 

さらに、前記第２の４のとおり、本件現金収受のほとんどが、Ｃや被告人以外の
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名義によって行われていることは、本件現金収受を表立って行うことを避ける意図

でされたことを示すものであり、上記推認を支えるものというべきである。もちろ

ん、本件においては、被告人は議員歳費の差押えを受けていたことから、賄賂であ

ろうとなかろうと、被告人名義の口座に振込送金を受けることを避ける必要があっ

たといえるが、それだけではＣがＧの名義を使用したことを説明できないから、上

記の事実は、やはり本件現金収受を表立って行うことを避けたいという被告人及び

Ｃの意思の表れというべきである。 

しかも、被告人は、前記のとおり、平成３０年３月１３日にＣ、Ｑ及びＬと面談

した場で、仕事を取ってくる自信はあるので、自分に「投資」をしてほしい、自分

の「取り分」が少なくならないよう、色々な手を使って仕事を取ってくるといった

趣旨の発言をしているところ、この発言は、被告人がＣらに便宜を図ることを積極

的に述べたものといえる。もちろん、ここでの「仕事」やこれを取るための手段が

直ちに組合議会議員の職務に関連するものを意味するとはいえないものの、被告人

は、この場において、「俺、組合、えらいさん、ちゃう、組合の役持ってるってこれ

くれよとか言えるやん。これは何すんねんって言うたら、自分に見せんねんって言

ったら向こう絶対あかんわけやん。そこは組合の方で見んねんと、あぁこれちょっ

とあれやとかいうことはやな、いうことで今してんねんけどや。やっぱりそれには、

俺にも中も置いとかなあかんいうことでな。いうことやねん。ほんで今から言うよ

うに、金額、少なかったら俺は儲けは少ないということはもうよく分かりました。」

と、組合議会議員の地位との関連を意識した発言をしていること（甲９１別添２の

１０頁）からすれば、「仕事」として組合議会議員の職務と関連しないもののみが念

頭に置かれていたとは到底考えられない。この事実もまた、上記の推認を強めるも

のである。 

２ これに対し、弁護人及び被告人は、①第１の３⑴の予算明細書は、Ｐにとっ

て必要な、特許部分以外の工事項目がどれかが正確には分からないものであったし、

同⑵の入札予算の総額及び内訳の教示や同⑷の本件旧図面の提供は、Ｃらの役に立
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つものではなく、これらの被告人の行為は、Ｃらの便宜を図ったといえるものでは

ない、②第１の３⑴の予算明細書は、被告人は、組合が定修工事を長年随意契約に

より発注しているため、定修工事の価格が高いという問題意識を持っていたことか

ら、ＣやＱに検討してもらうための資料として交付したものである、③第１の３⑶

の組合議会での質問としての発言は、被告人がもともと持っていた上記問題意識に

よるものであって、本件現金収受とは関連しないものである旨主張し、あるいは供

述する。 

しかし、①の点については、単純収賄罪の成立には、職務と対価関係のある金銭

の収受がされれば十分であって、金銭の収受者が供与者に対して有効な便宜を図っ

たことはそもそも必要ではないが、本件においては、その実効性はともかくとして、

被告人は、Ｃらの依頼に応じて職務行為又は職務と密接に関連する行為を行ったこ

とは既に説示したとおりであって、このことこそが本件現金収受と被告人の組合議

会議員の職務との対価性を本質的に基礎付けるものというべきである。 

②の点については、確かに、Ｃは、被告人から、定修工事が随意契約により１社

で行われているため、予算が高すぎる旨相談を受けたことがあると証言しているこ

とや（Ｃ第３回３４）、定修工事が随意契約により発注されていることについては、

平成２５年頃から、組合議会の間でも賛否両論が分かれていたこと（Ｖ２０）から

すれば、被告人が従前から随意契約であるために定修工事の価格が高すぎるという

問題意識を持っていなかったとはいえない。しかし、Ｃは、平成３０年３月１３日

の会合の際、被告人に対し、定修工事の一部を受注したいと述べた上で予算明細書

の交付を依頼していることや、被告人は同会合の中で随意契約に関する問題につい

て一切述べていないことからすれば、予算明細書の交付の趣旨が、ＣやＱに定修工

事の価格を検討してもらうための資料の提供にあったとは到底考えられない。 

③の点についても、上記のとおり被告人が従前から随意契約に問題意識を持って

いたとしても、そのことと、その問題意識に従って組合議会で質問をしたことの対

価として現金を収受することとは、もとより両立しないものではない。しかも、被
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告人自身は、前記各質問以前には組合議会で随意契約に関する質疑をしたことはな

かったこと（Ｔ１０）、定修工事の価格が高いことについて具体的に調査や比較まで

はしておらず、定修工事が一部入札になった後も、実際にどのような仕事が入札に

切り替わり価格が抑えられたかも把握していないこと（被告人第８回４０～４６）、

被告人は、Ｑが定修工事に関して組合に営業に行くに際して、いつ営業に行くのが

いいかＱに対して助言をするなど、Ｑと直接連絡を取り合っていたことが認められ

るところ（Ｑ２１～２４、甲９０別添４）、随意契約という発注形態を問題視してい

るのであれば、一業者であるＱの営業行為に関して連絡を取り合う必要性はないこ

と等に照らせば、被告人が本件現金収受と無関係に前記各質問をしたとは到底考え

られないというべきである。 

 上記の弁護人の主張及び被告人の供述はいずれも採用することができない。 

第４ Ｃの証言は基本的に信用することができることについて 

１ 以上の検討を踏まえて、被告人への本件現金供与（本件現金収受に対応する

供与のことをいう。）の趣旨について、賄賂である旨述べるＣの証言について検討す

ると、以下のとおり、基本的に信用することができるというべきである。 

２ すなわち、Ｃは、前記第２認定の事実に沿う証言をするほか、①平成２９年

６月２日、被告人と会食した際、被告人に、受注メーカーの下請をしたいので、Ｏ

とＰをよろしくお願いしますと伝え、下請参入が成功すれば報酬を支払うことも伝

えたところ、被告人は、協力をするので金銭的な援助をしてほしい、毎月５０万円

を継続的に支払ってほしい旨言ってきたので、成功報酬の前払いとして支払おうと

考えた、②平成３０年３月１日、被告人及びＤを和歌山県Ｗのホテル「Ｘ」への宿

泊を伴う旅行に招待し、Ｌ及びＱも同行したが、その際、同人らも同席する場で、

被告人に対し、建替事業に関する資料や見積明細書の入手を依頼するとともに、定

修工事に関しては、Ｐが参入できる工事があるかを確認するために予算明細書の入

手が必要であるなどと伝えた、③同月２６日、奈良県Ｙ町Ｙ駅前のレストランで被

告人と会った際、建替事業の下請受注の成功報酬として約５０００万円を支払える
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旨を話し、持参した現金５０万円をテーブルの下を通して被告人に手渡した、④本

件現金供与をしたのは、建替事業の受注やそれ以外のものを含めて仕事の受注など

をしたいと考え、こちらのお願いすることを聞いてもらうために良い関係を作りた

い、ギブアンドテイクの関係を作りたい、という趣旨であった旨証言する。 

 ３ 上記証言は、①前記第２認定の事実や第３の推認に沿うものであること、②

Ｑ、Ｌ及びＫらの証言とも符合すること、③Ｃは、自身が一週間の予定を組み、実

際の行動に沿って修正していた「週間行動予定表」ないし「週間行動予定表／後に

週刊行動実績表」（甲９４）や、被告人と会うに当たって被告人に対して依頼する事

項等を自身の覚書きとして作成していた「本日の議題事項一覧」（甲８２。以下単に

「議題事項一覧」という。）といった書面を残しており、これに沿う証言をしている

ところ、これらの書面は、Ｃが用事の都度書き留めていたものであり、その内容に

は一定程度信用がおけること、④「議題事項一覧」については、記憶に基づいて、

実際に依頼した事項と、議題事項一覧に記載したものの依頼しなかった事項とを分

けて証言するなど、供述態度にも問題は見られないこと、⑤その他客観的事実関係

や関係証人の証言との間に矛盾や不整合もないこと等から、基本的に十分信用する

ことができる。 

 ４ 前記第３の推認に、上記Ｃの証言を併せれば、本件現金収受と被告人の組合

議会議員の職務に対価性があることが十分認定できるというべきである。 

第５ 上記認定に疑いを差し挟むような事情はないことについて 

 １ 金銭消費貸借契約書の作成等について 

 本件現金収受を含め、被告人がＣから収受した現金については、実際に金銭消費

貸借契約書が作成されているほか（甲８３）、Ｃが被告人に対して貸金の返還請求を

していること（弁書２）が認められる。そうすると、本件現金収受が被告人の組合

議会議員の職務と対価性のない純粋な貸付金であった可能性について検討する必要

がある。 

しかし、①ⓐ被告人からただの一度も返済がないまま、ある程度まとまった金額
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の現金の供与が続いているにもかかわらず、供与のたびごとに金銭消費貸借契約書

が作成されることはなかったという不自然さ、ⓑそもそも仮に純粋な貸付であった

とすると、Ｃは、被告人が何ら返済をしないにもかかわらず、継続的に合計約２０

００万円もの金額を、担保もなしに貸し続けたことになるが（甲８３別添２、弁書

２、Ｃ第２回７）、下記２で述べるとおり、被告人とＣとの間に、そのような経済合

理性に疑問のある貸付をするような人的関係があったことはうかがわれないという

不自然さ、ⓒ貸主の名義が実際に金銭を供与したＣではなくＧとなっているという

不自然さ（そもそもＧの口座又は名義を使用して振込送金がされていること自体が、

現金収受を表立って行うことを避ける意図でされたことを示すものであることは、

既に述べたとおりである。）、ⓓ被告人自身も、貸付であると述べながらも、利息に

ついてＣとの間で合意があったとは述べていないという不自然さ（被告人第８回６

８）がある一方、②Ｃの、金銭消費貸借契約書を作成した主目的は、自身の所得税

の確定申告の際、税務署から使途不明金である旨の指摘を受けるのを避けるためで

ある、被告人に供与した現金については、建替事業への下請参入の成功報酬で精算

する予定であったが、参入を断念したことから、貸倒損失として損金算入すること

にし、最終的には、ＧからＣへ債権譲渡をした上で損金算入する予定であった旨の

証言（Ｃ第２回１～４、２６～２８、第３回６７）には合理性があることからする

と、金銭消費貸借契約書の作成やＣの被告人に対する貸金の返還請求の事実は、本

件現金収受が純粋な貸付であったことをうかがわせる事情とはいえず、前記認定に

疑いを差し挟むものとはいえない。 

２ その他の被告人の供述や弁護人の主張について 

⑴ 被告人は、既に検討した点のほか、①Ｃから収受した現金は、初めに平成２

９年３月に被告人の選挙資金の応援という趣旨で２００万円を借りて以降、本件現

金収受を含め、全て被告人の人柄を気に入ってくれたＣからの貸付金である、②平

成３０年３月１日の「Ｘ」での接待について、議題事項一覧は見ていないし、Ｑや

Ｌはその場にいたものの建替事業や定修工事に関する依頼は受けていない、Ｃは、
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自身が被告人と知り合いであることをＱやＬに自慢するのみであったなどと供述し、

被告人がＣの依頼に応じて組合議会議員の職務行為又は職務と密接に関連する行為

を行ったことと本件現金収受とは関係がない旨供述する。 

しかし、①の点については、既に述べたとおり、金銭消費貸借契約書が作成され

ていることやＣが被告人に対して貸金の返還請求をしていることは、本件現金収受

を含め、被告人がＣから収受した現金が純粋な貸付であることをうかがわせる事情

とはいえない。加えて、Ｃはそもそも被告人の市議会議員の選挙区の住民ではない

こと（被告人第８回１２）、被告人は市議会議員選挙の選挙運動費用収支報告書にＣ

からの現金収受を記載したことはなく、かえってＣに対してこれを拒絶しているこ

と（被告人第８回５８、Ｃ第３回６１）、Ｃが被告人の政治的信条等に共鳴したとい

ったような事実も認められないことに照らせば、到底信用することができないもの

である。Ｃが、被告人の組合議会議員の職務から離れて、被告人の人柄を気に入っ

たとか、その政治的信条に共鳴したといった理由から本件現金収受が行われたとは

考えられない。 

②の点についても、被告人の供述は、相互に信用性を補強するＣ、Ｑ及びＬの各

証言に反するものである上、内容的にも、ＰやＯが費用を拠出して被告人を旅行に

接待したにもかかわらず、Ｃが被告人に対して建替事業や定修工事に関する話をせ

ず、ＱやＬもＣに話すよう促すこともなかったというのは不自然であって、到底信

用することができない。 

⑵ 弁護人は、①Ｃが被告人に対して貸付として現金を供与していた趣旨は、Ｃ

が被告人から有力者を紹介してもらう等、組合議会議員の職務とは無関係な便宜を

図ってもらうことにあった、②Ｃの思惑は、ＰやＯに建替事業等への参入が可能で

あると見せかけ、両社から顧問料を得ることにあり、具体的に被告人に便宜を図っ

てもらうことにはなかった旨主張する。 

しかし、①の点については、Ｃは、被告人に対し、有力者の紹介等も依頼してお

り、本件現金収受には、その紹介等に対する謝礼の趣旨も含まれていたと認めるこ
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とができる（Ｃ第２回６、１３、第３回４１～４７、甲８２）。しかし、これは、本

件現金収受と被告人の組合議会議員の職務に対価性があることと両立するものであ

るし、既に検討したとおり、この対価性は明らかに認定することができる。②の点

についても、ＣがＰ及びＯに対し、自身が建替事業等への参入に向けて仕事をして

いる旨アピールすることは、Ｃと両社との間の顧問契約に照らして当然というべき

ことであり、そのことと本件現金収受と被告人の組合議会議員の職務に対価性があ

ることとはやはり両立するから、対価性の存在に疑いを入れるものではない。 

弁護人の主張は採用することができない。 

第６ 以上のとおりであるから、本件現金収受と被告人の組合議会議員の職務には

対価性があると認められる。また、既にみたとおり、被告人は、Ｃからの依頼を受

け、これに応じる過程で現金を収受していたのであるから、被告人に対価性につい

ての認識（故意）があったことにも疑いはないと認められる（被告人が本件現金収

受の趣旨を誤解したような状況は一切うかがわれない。）。 

そして、被告人とＤとの共謀についても、Ｄは、前記の平成３０年３月１３日の

被告人とＣらとの会合の場に同席して会話にも加わったこと（甲９１の別添２）、前

記のとおり本件現金収受のための口座を被告人に提供していたが、収受した現金も

被告人と共に費消していたこと（甲９３）、被告人と共にＣらから接待を受けていた

こと（Ｃ第２回１５～３９等）等に照らし、容易に認めることができる。 

（法令の適用） 

１ 罰条        包括して刑法６０条、１９７条１項前段 

２ 未決勾留日数の算入 刑法２１条  

３ 刑の執行猶予    刑法２５条１項 

４ 追徴        刑法１９７条の５後段（被告人が判示犯行により収受し

た賄賂は没収することができない。） 

５ 訴訟費用の不負担  刑訴法１８１条１項ただし書 

（量刑の理由） 
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 被告人は、自ら供与者に対して資金援助を求めた上で、約１年の間、１５回にわ

たり合計約５３０万円の賄賂を収受したのであり、本件は、要求型の高額収賄事案

として厳しい非難に値する。 

 しかし、他方で、被告人は、組合議会議員であると同時に市議会議員でもあった

ところ、供与者が被告人に現金を供与した趣旨には、組合議会議員の職務に関する

ものに加えて、市議会議員としての被告人から有力者の紹介等を受けるという、違

法とはいえない便宜を受ける趣旨も多分に含まれていたと認められる。また、供与

者側が希望していた建替事業への下請参入を実現するために被告人が組合議会議員

の立場からできることはそもそも限られていたと考えられるし、定修工事について

も、被告人に期待されていたのは、発注形態を随意契約から入札に切り替えるとい

う、それ自体は不当といえない主張をすることにとどまっていた。実際にも、供与

者側企業は建替事業及び定修工事に参入できておらず、この点で公務がゆがめられ

たことはなかったが、上記各点に鑑みると、そもそも被告人がゆがめる可能性のあ

った公務の範囲自体が相当に限られたものであったといえる。 

 以上の犯情に照らすと、被告人の刑事責任は相当程度重いものの、実刑に処すほ

かない事案とまではいえない。 

 一般情状についてみると、被告人は、本件現金収受と被告人の組合議会議員の職

務に対価性があることを否認し、不合理な弁解をしており、定修工事の予算明細書

の交付について軽率な点があったと認めていることを考慮しても、十分な反省の態

度はうかがわれないが、やや高齢であること、長期の身柄拘束により健康面にも支

障をきたしていると見受けられること、前科が認められないこと等は被告人のため

に酌むべき事情であり、これらを考慮すれば、被告人に対しては、今回はその刑の

執行を猶予するのが相当であると判断した。 

（求刑―懲役３年６月、主文同旨の追徴） 

令和５年４月２４日 

大阪地方裁判所第１３刑事部 
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裁判長裁判官  岩  﨑  邦  生 

 

 

裁判官梅澤利昭は転補のため、裁判官北岡佑太は差支えのため、いずれも

署名押印することができない。 
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